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高校版GIGAスクール構想が進める簿記会計教育の可能性

栗田るみ子，小泉　勝

１．教育の情報化

１－１　会計教育と情報教育を考える

　２０１８年改定の高等学校新学習指導要領におい

て，「情報活用能力」を学習の基盤となる資質・

能力と位置付け，教科等横断的にその育成を図る

とともに，その育成のために必要なICT環境を整

え，それらを適切に活用した学習活動の充実を図

ることとしており，情報教育や教科等の指導にお

けるICT活用など，教育の情報化に関わる内容の

一層の充実が図られた。新たな学習指導要領で

は，小学校段階から中学校段階，高等学校段階を

通じた学年縦断型学習として以下の項目を挙げて

いる。

・言語能力の育成・外国語教育・プログラミング

教育・理数教育の充実・道徳教育・伝統や文化に

関する教育・主権者教育・消費者教育，その他，

「体験活動」「起業に関する教育」，「金融教育」

「防災・安全教育」「国土に関する教育」などの

充実も掲げている。

１－２　商業高校の教育目標

　平成３０（２０１８）年３月告示の高等学校学習指導

要領では，「商業」の目標を次のように定めてい

る。

「目標」

　商業の見方・考え方を働かせ，実践的・体験的

な学習活動を行うことなどを通して，ビジネスを

通じ，地域産業をはじめ経済社会の健全で持続的

な発展を担う職業人として必要な資質・能力を次

のとおり育成することを目指す。

⑴商業の各分野について体系的・系統的に理解す

るとともに，関連する技術を身に付けるようにす

る。

⑵ビジネスに関する課題を発見し，職業人に求め

られる倫理観を踏まえ合理的かつ創造的に解決す

　１９７０年ごろになると，計算を得意とするコンピュータが経理業務の合理化に導入され始めてい

った。これは企業にとって莫大な予算の投入であった。事務処理の自動化，合理化は次世代への

必須アイテムであるといわれ多くの企業で改革が進められて来たのである。これもＤＸ（デジタ

ルトランスフォーメーション）の１つといえよう。また，同時に大きく変化したこととして，高

校進学率があげられるが，約９割の中学生が高校へ進学したころでもある。また，商業高校学習

指導要領にはタイプライターの学習項目があり，盛んに事務機械教育が進められていることがわ

かる。２０２０年に入り，GIGAスクール構想の効果もあり，日本では学校現場において一人一台タ

ブレットPCの導入が進んでいる。本研究では，情報化時代に添った商業高校の簿記教育の指導

法を調査し，教育効果の育成を検証する。
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る力を養う。

⑶職業人として必要な豊かな人間性を育み，より

よい社会の構築を目指して自ら学び，ビジネスの

創造と発展に主体的かつ協働的に取り組む態度を

養う。

　さらに学習指導要領での目標を踏まえ，各商業

高校では学校独自の教育目標や重点目標を定める

こととしている。

　埼玉県立皆野高等学校の現在の「教育目標」「重

点目標」は次のとおりである。

「教育目標」

心身共に健全で創造的な産業人を育成する。

「重点目標」

①主体的・対話的で深い学びを推進し，確かな学

力を育成する。

②地域の人材と資源を活用し，地域と連携した特

色ある学びを推進する。

③思いやりの気持ちの醸成やあいさつの励行を通

し，健全な心身を育成する。

④生徒の特性に応じた進路指導を推進し，地域で

活躍する人材を輩出する。

　このように高等学校学習指導要領の目標から，

各学校の特色を生かした教育目標・重点目標を定

めている。

　では，この目標を具体的に教育活動として取り

組むためにはどのような実践活動を行えばよいの

であろうか。

　目標の中からキーワードを探りながら，考察を

してみることとする。

ア　商業の見方・考え方

　「商業」とはそもそもなんであるか，これを定

義付けないと見方・考え方も方向性が定まらな

い。

　ここでは「商業」＝「ビジネス活動」と捉え

る。ビジネス活動とは，人・物・金・情報の流れ

である。すべての活動が「商業」には含まれるこ

とになる。そのように捉えると，見方・考え方も

とてもダイナミックなものになってくる。商業と

は，とてもダイナミックな活動なのである。

　見方・考え方に方向性を持たせているのが，次

のキーワードである。

イ　実践的・体験的な学習活動

　見方・考え方を「知識・技能の習得」と捉え，

様々な見方・考え方で身に付けた知識・技能を問

題の発見・解決の場面で活用するために，実践的

・体験的な学習活動が必要となってくる。

　これまでも実践的・体験的な学習活動は行われ

てきたが，より実践的・体験的な学習活動を行う

場として，次のキーワードが現れる。

ウ　地域産業をはじめ

　地域産業の発展に貢献するため，商業の知識・

技能を習得し，実践的・体験的な学習活動の場と

して，学校内ではなく「地域」を活動の場として

展開し，「経済社会の健全で持続的な発展を担う

職業人として必要な資質・能力を次のとおり育成

することを目指す。」ことを目標と捉える。

　そのために「知識及び技能が習得されるように

する」ために「⑴商業の各分野について体系的・

系統的に理解するとともに，関連する技術を身に

付けるようにする。」とし，「思考力，判断力，表

現力等を育成する」ために「⑵ビジネスに関する

課題を発見し，職業人に求められる倫理観を踏ま

え合理的かつ創造的に解決する力を養う。」と

し，「学びに向かう力，人間性等を涵養する」た

めに，「⑶職業人として必要な豊かな人間性を育

み，よりよい社会の構築を目指して自ら学び，ビ

ジネスの創造と発展に主体的かつ協働的に取り組

む態度を養う。」としている。

　この目標を各商業高校ではカリキュラム（教育

課程）を編成し，各学校での特色を出している。

（図①）



図①　高校版GIGAスクール構想が進める簿記会計教育の可能性

75

高校版GIGAスクール構想が進める簿記会計教育の可能性

１－３　GIGAスクール構想

　GIGAス ク ー ル 構 想（Global and Innovation 

Gateway for All）は，文部科学省が２０１９年度に

発表し，子ども１人１台のパソコンやタブレット

の端末と，高速大容量の通信ネットワークなどの

学校ICT環境を整備・活用することで，多様な子

どもたち一人ひとりにとって最適な学びと，協働

的な学びをともに実現して，教育の質を高めよう

とする構想のことである。これは，I o Tや人工

知能（AI）といった先端技術を取り入れSociety

５.０時代を生きるこれからの子どもたちにとって，

コンピュータ機器は，鉛筆やノートと同等となる

と位置づけられたものである。

　また，経済協力開発機構（OECD）の２０１８年の

調査で日本の学校でのコンピュータの活用状況

が，最下位となるなど世界に遅れを取っていたこ

とへも実施へ向けた動機ともなっている。文科省

は，GIGAスクール構想に必要な機器の要件を，

学校での利用を中心に想定し，「外部接続端子一

つ以上」「バッテリー８時間以上」「タッチパネル

対応」「インカメラ・アウトカメラ付き」「重量１.５

㌔未満」などを定めた標準仕様書を作成してい

る。

　鉛筆やノートと同様の文房具の１つとして導入
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される機器の選定は教育現場において大変重要 

となる。学習時の道具は基本操作に加え，「ど 

のように使うか」「どのように考えるか」を同 

時に教えていかなければならないのである。文 

科省の調査によると，GIGAスクール構想で全 

国の公立小中学校と特別支援学校に導入された 

機器の O S 別シェアは，ChromeOS が ４０.０％，

Windowsが３０.９％，iOSが２９.１％，その他が０.１％

で，ChromeOSがトップとなっている。これは，

Chromebook（ChromeOS）はクラウド活用やコ

スト，セキュリティーなどの面で評価が高く，安

価であること，iPad OSは操作が簡単でキー操作

がないことが予想される。「どう使うか」の使い

方の簡単さは，学習の思考を止めないことなど，

スキナーのプログラム学習での効果事例が多く発

表されている。「個別最適な学び」と「協働的な

学び」を充実させ，「主体的・対話的で深い学

び」の実現に向けた授業改善につなげるために

は，いつの時代も使いやすい道具こそが手元に残

り，目的のための効果を発揮するといえる。

１－４　高校でのGIGAスクール

　 配 備 端 末 の 費 用 全 額 を 国 が 財 政 負 担 す る

「GIGAスクール」計画にあるが，高校生に１人

１台の端末配備を計画する“高校版GIGAスクー

ル”については，国の財政負担は部分的な補助に

なっている。更に，高等学校での端末導入は，自

治体及び学校単位で行われていることから，都道

府県，保護者などの負担問題に加え，導入形式が

異なる場合の指導法が更なる課題となっている。

BYOD（自分のPC）やBYAD（学校推奨の自分

のPC）も加わることが想定される。このような

状態を踏まえ，管理体制においては，①２４時間

３６５日トラブルサポート②端末紛失や盗難対応③

不正なウェブサイトからの保護などを進め，すで

に教育効果を発揮している例も多く紹介されてい

る。

　商業教育では，産業界に直結したビジネスシー

ンを想定した学習が展開されることから，商業科

目における情報処理教育に組み込むことは解決策

となりうるのではないか。情報処理科目との横断

的学習が想定される。

２．商業高校のカリキュラム

２－１　埼玉県商業高校の例

　１の目標を具体的な形にしているのがカリキュ

ラム（教育課程）である。

　埼玉県立皆野高等学校では以下の「スクール・

ポリシー」のもと，カリキュラムを編制し，教育

活動に取り組んでいる。

⑴グラデュエーション・ポリシー（ＧＰ）

　～育成を目指す資質・能力に関する方針～

　ア　育成する生徒像に関する方針

　生涯にわたり学び続け，自立した社会生活

を営むために必要となる基礎的・基本的な学

力が身につくよう，主体的に考え行動できる

生徒を育成します。

アすべての授業・学校行事・部活動において

生徒一人一人の特性に合わせた指導を実施し

ます。

イ多様な検定試験に挑戦する機会を通して，

学ぶ意欲の向上と成功体験を重ねます。

　イ　伸ばす力に関する方針

　実生活に役立つビジネスナレッジ・スキル

・コミュニケーション力を身に付け，自分自

身のライフキャリアに生かすと共に地域社会

に貢献できる人材を育成します。

ア体験的・実践的な指導を通して，商業系の

学びの基礎となるマーケティング・経済・会

計・情報リテラシーに関する知識・技能・コ

ミュニケーション力を高めます。

⑵カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）

　～教育課程の編成及び実施に関する方針～



77

高校版GIGAスクール構想が進める簿記会計教育の可能性

　ア　教育課程の編成

　専門科目（商業科・情報処理科）と普通科

目をバランスよく配置し，基礎的・基本的学

力の定着と学びの継続を図ります。

アくくり募集実施校として専門科目の選択ル

ートにより卒業学科を確定していきます。

イ地域と連携する科目を配置し地域資源・人

材を活用した体験的授業を実践します。

ウ自立した社会性の育成を目的として，高校

通級の科目を配置し選択可能とします。

　イ　教育課程実施に関する方針

　シラバスで教科の授業内容や評価項目を公

開し計画的かつ適切に学びを推進します。

ア主体的・対話的で深い学びを推進します。

イ地域と連携し，地域資源・人材を活用した

体験的学びを実践します。

ウ総合的な探究の時間は，課題研究で代替

し，ビジネスの学びにおける探究活動に取り

組みます。

⑶アドミッション・ポリシー（ＡＰ）

　～入学者の受入れに関する方針～

　ア　入学生に関する方針

　埼玉県立皆野高等学校の特色を理解し，

「本校で学び成長したい」「今までの自分か

ら変わりたい」と強く思う生徒を募集しま

す。

ア授業・学校行事・部活動など，すべてにお

いて少人数で学ぶ環境です。

イ地域とのかかわりや貢献することを大切に

し，地域の行事やボランティア活動などに積

極的に参加します。

ウビジネスの学びを通して地域の活性化に寄

与します。主に商品開発や販売実習などの体

験学習を実施します。

エ協力や継続することを大切にし，生徒会や

部活動などへの取り組みを推奨します。

オ基礎グレードを中心に，多様な検定試験に

積極的にチャレンジします。

カ自立した社会性の育成を目的とした高校通

級を実施しています。

　１年次で商業科目の必履修科目である「ビジネ

ス基礎」を学び，ビジネスの基礎を学ぶととも

に，ガイダンス機能を利用し，２年次以降の選択

科目の方向性も学ぶようにしている。

２－２　科目指導

　「簿記」は商業高校に入学し初めて学ぶ商業科

目の柱の科目の一つである。いわゆる「簿記嫌

い」の生徒を出さないようにすることが，我々教

員に課せられた大きな課題であると同時に，「検

定試験合格」を目標にしてはいけない科目であ

る。

　商業科目は検定試験と切り離すことができない

科目が非常に多い。中でも簿記は様々な主催団体

の検定試験があり，上位級を取得することにより

大学への進学や，職業会計人としての進路にもつ

ながる商業高校の中心をなす科目の一つであるこ

とは間違いないところである。

　「情報処理」では主にソフトウェア活用能力の

基礎を学び，文書作成，表計算，プレゼンテーシ

ョンなどの基礎を学んでいる。

　２年次の履修科目に系統的につながるよう，埼

玉県立皆野高等学校ではカリキュラムを編成して

いる。

　さらに生徒の得意分野や興味・関心を引き出す

ために選択科目が置かれている。選択科目には普

通教科の科目も置かれており，商業科目以外も選

択できるようになっている。

　３年次では履修科目の課題研究を中心に，３年

間の集大成としての科目を配置している。

　中でも埼玉県立皆野高等学校の特色として，

「観光ビジネス」を３年生全員に履修させること

に大きな特徴がある。

　埼玉県立皆野高等学校が設置されている秩父地
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域は「観光資源」の多い地域である。その資源を

さらに高めていくのか，また新たな資源を生み出

すのか，など地域と連携した取り組みになる科目

として大いに期待の持てる科目である。

３．簿記教育と検定試験

３－１　資格

　簿記教育において「検定試験」は大きな目標と

なる。検定試験を主催する団体も「日本商工会議

所」「全国経理教育協会」「全国商業高等学校協

会」と３団体もあり，それぞれ歴史も古い。

　また，税理士や公認会計士といった職業会計人

を目指している学生にとって，簿記検定は登竜門

といえるだろう。

　さらに，職業会計人を目指してはいないが高度

な資格を利用した大学や専門学校への進学へのパ

スポートとしても簿記検定は大きな役割を果たし

ている。

　このように検定試験の合格は高校生にとって，

自分の進路選択に非常に大きな切り札となる。

「検定試験合格」を掴む過程における努力や達成

感は自己肯定感を向上させるだけでなく，「やれ

ばできる」という自信にもつながり，高校生活を

充実させることにとても大きな役割を担っている

ことも事実である。

　そのため検定試験が「目標」から「目的」へと

変わってしまっている現状があるのではないだろ

うか。

３－２　簿記教育

　職業会計人や資格を活かしての上級学校への進

学を目指している学生には，検定試験合格は欠く

ことのできない条件となる。

　しかし，それだけで簿記教育を終わらせてしま

っている現状が残念である。「生きた簿記」教育

になっていない。簿記を活かしきれていないので

ある。

　令和４年度から施行されている学習指導要領で

は，育成すべき資質・能力について「知識・技
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術」「思考・判断力・表現力」「学びに向かう力・

人間性等」の３点が掲げられている。

　簿記教育を資格取得だけにとどまらせてしまっ

ては，「知識・技術」の習得は十分ではあるが，

「思考・判断力・表現力」「学びに向かう力・人

間性等」を身に付けることがなかなか難しいよう

である。

　せっかく得た「知識・技術」を活かしきれてい

ないのである。

　ではなぜ活かしきれていない教育になってしま

っているのであろうか。

　「商業」の目標を達成するために，２０科目も設

定されている。その科目を商業科目の分野構成で

は４つの分野構成に分類している。当然簿記は

「会計分野」である。

　この４つの分野が独り歩きして，その分野の中

だけで完結してしまっていないだろうか。

　「商業」は「ビジネス活動」である，と冒頭で

述べた。会計分野だけのビジネスはあり得ないの

である。

　１次産業⇒２次産業⇒３次産業といった流れの

中で，簿記あるいは会計科目の果たすべき役割を

しっかりとらえることによって，机の上で学んだ

簿記会計の知識が生きたものへと変貌を遂げるの

である。

　最終的に利益を生み出し，納税をし国や地方公

共団体を発展させる，従業員へ給料を支払い幸せ

な家庭を築く，といったとてもスケールの大きい

学問であることを忘れてはいけない。（図②）

おわりに

　日本では，１９６０年代になると事務処理の自動

化，合理化を推進すべく改革が進められて来た。

近年GIGAスクール構想の効果もあり，教育の情

報化が進んでいる。本研究においては，今後更に

学習データを分析するなど，社会と密接に関係す

る商業高校での簿記教育の方法論を検討する。




